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四半期レビュー報告書の限定付結論に関するお知らせ 

 

当社は、2023年３月期第１四半期の四半期連結財務諸表において、限定付結論の四半期

レビュー報告書を本日受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします 

 

記 

１．監査を実施した監査法人の名称 

三優監査法人 

 

２．四半期レビュー報告書の内容 

受領した 2023年３月期第１四半期報告書に係る四半期レビュー報告書の限定付結論

の根拠は以下（原文抜粋）のとおりです。 

 

限定付結論の根拠 

追加情報（有形固定資産残高と減損評価結果に対する疑義の発生について）に記載

のとおり、前連結会計年度において、連結子会社Daiohs U.S.A.,Inc.（以下「米国子

会社」という。）の決算財務報告プロセスの有形固定資産管理に不備があり、内部統

制が有効に機能していないことが判明した。そこで、米国子会社は、有形固定資産の

購入及び移設の記録を基に、有形固定資産の帳簿価額を算出しており、この影響は前

連結会計年度末において有形固定資産帳簿価額及び利益剰余金残高として認識して

いる。なお、前連結会計年度の期首及び前第１四半期連結会計期間末の有形固定資産

帳簿価額及び利益剰余金残高は修正していない。 

米国子会社では、過去に遡って固定資産管理システムと会計システムとの間の有

形固定資産残高を突合して修正を行っていく作業及び有形固定資産の実査が終了し

なかったことから、当監査法人は前連結会計年度の期首及び期末の有形固定資産の

帳簿価額、減価償却費及び減損損失等について、十分かつ適切な監査証拠を入手する

ことができなかったため、限定付適正意見を表明している。 

当該事項は、当第１四半期連結会計期間末においても解消していないため、当監査

法人は当連結会計年度の期首及び当第１四半期連結会計期間末の有形固定資産の帳

簿価額、当第１四半期連結累計期間の減価償却費等の正確性の十分な検証ができて

おらず、結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。また、比較情



報に含まれる前第１四半期連結累計期間の減価償却費等の正確性の十分な検証がで

きておらず、当該数値に修正が必要となるかどうかについて判断することができな

かった。そのため、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累

計期間に係る四半期連結財務諸表に対して限定付結論を表明することとした。 

この影響は、当連結会計年度の期首及び当第１四半期連結会計期間末の有形固定

資産帳簿価額、並びに前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の

減価償却費等の特定の勘定科目に限定され、他の勘定科目には影響を及ぼさないこ

とから、四半期連結財務諸表全体に及ぼす影響は限定的である。したがって、四半期

連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基

準に準拠して四半期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人

の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。 

 

３．監査報告書の受領日 

2022年９月 14日 

 

４．今後の対応 

当社といたしましては、限定付結論に至った事由を重く受け止め、当該状況を速やか

に是正するため、今後も継続して有形固定資産残高を確定すべく固定資産の現物確認

の調査を実施し、過年度を含めた有形固定資産残高に関する検証を進め、過年度の有価

証券報告書及び四半期報告書の訂正については 2023年 3月期の第２四半期報告書の開

示までに訂正報告書の提出を行うことを目指してまいります。加えて、米国子会社での

システム変更や証憑保管の徹底などの関連業務の改善、ならびに、財務報告の重要性を

再度認識させるなどの内部統制の強化を並行して進めてまいります。 

株主の皆様には、多大なご迷惑とご心配をお掛けしますことを改めて深くお詫び申

しあげます。 

 

以  上 


